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令和 4年度（2022年度）診療報酬改定に係る要望書【第 l報】

令和 2年度に実施された診療報酬改定では、改定の基本方針として、健康寿命

の延伸、人生 100年時代に向けた 「全世代型社会保障」の実現に加えて、医師等

の働き方改革の推進、 社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政

との調和などが掲げられ、本体 0.47%のプラス改定（救急病院における特例的対

応＋o.08%）がなされた。

しかし、複数の病院団体の調査で明らかになったように、新型コロナウイルス

感染症の拡大により、多くの病院の経営が急激に悪化し、地域医療の維持が非常

に不安定な状況となっている。また、医療の効率化を追求するのみではなく、今

後の新興感染症の到来に対応するには、ある程度幅を持った病床稼働も必須であ

る乙とが明らかとなった。したがって、政府の緊急包括支援交付金による病院医

療への支援の継続はもちろんのこと、病院経営を維持するには、病院医療への診

療報酬上の評価の拡充と継続が必要である。

日本病院団体協議会は、このような厳しい環境下での改定であることを踏ま

え、医療提供体制の更なる向上と持続可能性を追求するために、次期診療報酬改

定において、傘下の病院団体共有の項目を中心に以下の 6項目を要望する。
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